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臨時レポート
2022年3月18日

HSBC ロシア オープンに関するQ&A

データ等は過去の実績あるいは予想を示したものであり、将来の成果
を⽰唆するものではありません。市況動向やファンドの資⾦動向等に
よっては、上記のような運用ができないことがあります。

Q1.ロシア株式の株価はいくらで評価されているのですか。

現在、ロシア株式は、ロシアによるウクライナ侵攻の影響を受けて市場は閉鎖され、ほとんど取引ができ
ない状態になっております。このような環境下、ロシア株式に投資を⾏うHSBC ロシア オープンの基準価
額が⼤幅に下落しております。そこで、当ファンドの現状と今後についてのQ&Aを作成いたしました。

現在、株価は実質ゼロ評価としており、それが基準価額下落の要因です。

現在、ロシア株式は取引ができない状態になっており、ほぼすべての銘柄において、市場での取引価格が
ありません。そこで、当ファンドにおけるロシア株式については弊社が合理的と判断する評価額を使⽤し
て基準価額を計算しております。3月15日算出の基準価額から、一部の銘柄（市場価格が存在する銘柄
等）を除いて、⼀律評価値をゼロとしています。

Q2.ロシア株式の株価評価は妥当なのですか。

はい。妥当であると考えます。

株価指数を開発・算出する米国のMSCIと英国のFTSEラッセルが、算出する全ての株価指数からロシア株
式を除外すると発表しました。理由は、ロシア株式の売買が事実上できない状況となっており、当該株価
指数に組入れているロシア株式は事実上ゼロと評価しているからです。
このように当ファンドにおいてのみならず、代表的な株価指数においてもロシア株式の評価を実質ゼロと
する動きが広がっています。

Q3.現在のロシア株式の株価評価は今後も続くのですか。

当面続くと考えられますが、今後変更される可能性はあります。

現状のように取引ができない状況が続く限り、現在の評価は当面続くものと考えられますが、今後変更さ
れる可能性もあります。すでにほとんどの銘柄がゼロで評価されており、これ以上評価が下がる余地は限
られています。取引が再開された場合、取引価格での評価が⾏えるようになる可能性もありますが、それ
には相当時間がかかるものと推測されます。

Q4.現在のファンドでの資産の保有はどのようになっていますか。
評価ベースでは大部分がキャッシュとなっております。

ロシア株式は保有されているのですが、一部の銘柄を除いて、⼀律評価値をゼロとしてるため、資産割合
としてはキャッシュ⽐率が高くなっております。（次ページのグラフをご参照ください）

Q5.保有されているキャッシュはロシアルーブルですか。

いいえ、ほとんど日本円です。

キャッシュはほぼ日本円で保有されており、大きな為替リスクはございません。

当資料のお取扱いにつきましては、後掲の「留意点」をご参照ください。
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（ご参考）年初来の基準価額と信託財産の構成⽐＊の推移

基準価額は信託報酬控除後のものです。

＊ マザーファンド（HSBC ロシア マザーファンド）の組⼊⽐率です。表示単位未満を四捨五入しているため、合計が100％にならない場合
があります。

※ 設定来の基準価額の推移については巻末をご参照ください。

① 2022年1月末現在 ③ 2022年3月17日現在② 2022年2月末現在

ロシア市場

38%

ADR/GDR等

59%

キャッシュ等

3%

組入銘柄数 25 組入銘柄数 23 組入銘柄数 23

Q6.ファンドの購⼊・換⾦はいつ再開されるでしょうか。

現状、再開の⾒通しは全くたっておりません。

株式取引が再開され、資⾦決済等の問題がないと判断された時点からファンドのご購⼊、換⾦のお申込み
を受け付ける予定ですが、現在その⾒通しは全くたっておりません。

Q7.早期償還されるのでしょうか。

現状、早期償還の予定はありません。

株式取引が⾏われておらず、保有する株式の売却も不可能なため、現状では早期償還の予定はありません。

当資料のお取扱いにつきましては、後掲の「留意点」をご参照ください。

データ等は過去の実績あるいは予想を⽰したものであり、将来の成果を⽰唆するものではありません。市況動向やファンドの資⾦動向
等によっては、上記のような運用ができないことがあります。

ADR/GDR等

20%

キャッシュ等

80%
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当ファンドの主なリスク



4

お申込みに関する要領

当ファンドの費用

投資者が直接的に負担する費用

購 入 時 手 数 料
購入時にご負担いただきます。購入金額に、

3.85％（税抜3.50％）を上限として、販売会社が
個別に定める率を乗じて得た額とします。

商品内容の説明ならびに購入手続き等にかかる費用

信 託 財 産 留 保 額 ありません。

投資者が信託財産で間接的に負担する費用

運 用 管 理 費 用
（ 信 託 報 酬 ）

年2.145％（税抜年1.95％）

ファンドの日々の純資産総額に信託報酬率を乗じて得た額としま

す。ファンドの信託報酬は、日々計上され、ファンドの基準価額に
反映されます。なお、毎計算期間の最初の6ヶ月終了日、毎計

算期末または信託終了のとき、ファンドから支払われます。

（ 委 託 会 社 ） 税抜年1.15％ ファンドの運用等の対価（運用委託先への報酬が含まれます。）

（ 販 売 会 社 ） 税抜年0.70％
分配金・換金代金の支払い、運用報告書等の送付、口座内での

ファンドの管理等の対価

（ 受 託 会 社 ） 税抜年0.10％ 運用財産の管理、委託会社からの運用指図の実行等の対価

その他費用・ 手数料

ファンドの保有期間中、その都度ファンドから支払われます。

・有価証券売買委託手数料／保管銀行等に支払う外貨建資産の保管費用／信託財産に関する租税、信託事務処理

に要する費用等

・振替制度にかかる費用／印刷業者等に支払う法定書類の作成、印刷、交付および届出にかかる費用／監査法人等に

支払う監査報酬等（純資産総額に対し上限年0.20％として日々計上され、ファンドの基準価額に反映されます。なお、毎
計算期間の最初の6ヶ月終了日、毎計算期末または信託終了のとき、ファンドから支払われます。）

※その他費用・手数料は、運用状況等により変動するため、事前に料率等を記載することができません。

※ファンドの費用の総額については、投資者のファンドの保有期間に応じて異なるため、表記できません。

お申込みメモ

購 入 単 位 販売会社が個別に定める単位とします。

購 入 価 額 購入申込受付日の翌営業日の基準価額

換 金 単 位 販売会社が個別に定める単位とします。

換 金 価 額 換金申込受付日の翌営業日の基準価額

換 金 代 金 原則として、換金申込受付日から起算して6営業日目以降に販売会社でお支払いします。

換 金 制 限 信託財産の資金管理を円滑に行うため、大口換金には制限を設ける場合があります。

申 込 受 付 不 可 日
日本国内の営業日であっても、ロシアの証券取引所、ロンドン証券取引所、ニューヨーク証券取引所の休場日のいずれか

に該当する場合には、購入および換金の申込受付は行いません。

購入・換金の申込受付
の中止およ び取消し

取引所における取引の停止、外国為替取引の停止その他やむを得ない事情があるときは、委託会社は購入・換金の申

込受付の中止および取消しを行う場合があります。

信 託 期 間 無期限（信託設定日：2007年3月30日）

繰 上 償 還 ファンドの残存口数が10億口を下回った場合等には、信託を終了させる場合があります。

決 算 日 毎年3月15日（休業日の場合は翌営業日）

収 益 分 配
年1回の決算時に収益分配方針に基づき分配します。ただし、分配対象額が少額の場合等には分配を行わないことがあ

ります。分配金の受取方法により、分配金を受取る「一般コース」と分配金を再投資する「自動けいぞく投資コース」の2つ
のコースがあります。

課 税 関 係

課税上は株式投資信託として取り扱われます。原則として、収益分配金、換金時および償還時の差益に対して課税さ

れます。
公募株式投資信託は税法上、少額投資非課税制度および未成年者少額投資非課税制度の適用対象です。

益金不算入制度、配当控除の適用はありません。

そ の 他 基準価額（1万口当たり）は、翌日の日本経済新聞朝刊に「ロシア株」の略称で掲載されます。

当資料のお取扱いにつきましては、前掲の「留意点」をご参照ください。
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お申込み・投資信託説明書（交付⽬論⾒書）のご請求は 現在、ご購⼊・ご換⾦のお申込み受付停⽌中
（商号・⾦融商品取引業者の登録番号・加⼊協会の順に表⽰、証券・銀⾏・保険毎 五⼗⾳順、2022年3⽉18⽇現在）

⾦

融

商

品

取

引

業

者

登

録

⾦

融

機

関

安藤証券株式会社 ○ 東海財務局⻑(⾦商)第1号 ○

いちよし証券株式会社 ○ 関東財務局⻑(⾦商)第24号 ○ ○

岩井コスモ証券株式会社 ○ 近畿財務局⻑(⾦商)第15号 ○ ○

エース証券株式会社 ○ 近畿財務局⻑(⾦商)第6号 ○

auカブコム証券株式会社（電話・インターネットのみ） ○ 関東財務局⻑(⾦商)第61号 ○ ○ ○ ○

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 ○ 関東財務局⻑(⾦商)第2251号 ○ ○ ○ ○

株式会社ＳＢＩ証券 ○ 関東財務局⻑(⾦商)第44号 ○ ○ ○

OKB証券株式会社（インターネットのみ） ○ 東海財務局⻑(⾦商)第191号 ○

岡三証券株式会社（※) (岡三オンラインのみ） ○ 関東財務局⻑(⾦商)第53号 ○ ○ ○ ○

岡三にいがた証券株式会社 ○ 関東財務局⻑(⾦商)第169号 ○

香川証券株式会社 ○ 四国財務局⻑(⾦商)第3号 ○

キャピタル・パートナーズ証券株式会社 ○ 関東財務局⻑(⾦商)第62号 ○ ○

極東証券株式会社 ○ 関東財務局⻑(⾦商)第65号 ○ ○

クレディ・スイス証券株式会社 ○ 関東財務局⻑(⾦商)第66号 ○ ○ ○ ○

篠山証券株式会社 ○ 近畿財務局⻑(⾦商)第16号 ○

静岡東海証券株式会社 ○ 東海財務局⻑(⾦商)第8号 ○

静銀ティーエム証券株式会社 ○ 東海財務局⻑(⾦商)第10号 ○

株式会社証券ジャパン ○ 関東財務局⻑(⾦商)第170号 ○

第四北越証券株式会社 ○ 関東財務局⻑(⾦商)第128号 ○

⽴花証券株式会社 ○ 関東財務局⻑(⾦商)第110号 ○ ○

中銀証券株式会社 ○ 中国財務局⻑(⾦商)第6号 ○

東海東京証券株式会社 ○ 東海財務局⻑(⾦商)第140号 ○ ○ ○

東武証券株式会社 ○ 関東財務局⻑(⾦商)第120号 ○

内藤証券株式会社 ○ 近畿財務局⻑(⾦商)第24号 ○ ○

日産証券株式会社 ○ 関東財務局⻑(⾦商)第131号 ○ ○

野村證券株式会社 ○ 関東財務局⻑(⾦商)第142号 ○ ○ ○ ○

ばんせい証券株式会社 ○ 関東財務局⻑(⾦商)第148号 ○

播陽証券株式会社 ○ 近畿財務局⻑(⾦商)第29号 ○

ひろぎん証券株式会社 ○ 中国財務局⻑(⾦商)第20号 ○

フィデリティ証券株式会社 ○ 関東財務局⻑(⾦商)第152号 ○ ○

フィリップ証券株式会社 ○ 関東財務局⻑(⾦商)第127号 ○ ○

松井証券株式会社 ○ 関東財務局⻑(⾦商)第164号 ○ ○

マネックス証券株式会社 ○ 関東財務局⻑(⾦商)第165号 ○ ○ ○ ○

丸八証券株式会社 ○ 東海財務局⻑(⾦商)第20号 ○

三津井証券株式会社 ○ 北陸財務局⻑(⾦商)第14号 ○

むさし証券株式会社（インターネットのみ） ○ 関東財務局⻑(⾦商)第105号 ○ ○

明和證券株式会社 ○ 関東財務局⻑(⾦商)第185号 ○

山形證券株式会社 ○ 東北財務局⻑(⾦商)第3号 ○

山和証券株式会社 ○ 関東財務局⻑(⾦商)第190号 ○

UBS SuMi TRUSTウェルス・マネジメント株式会社 ○ 関東財務局⻑(⾦商)第3233号 ○ ○ ○

楽天証券株式会社 ○ 関東財務局⻑(⾦商)第195号 ○ ○ ○ ○

リテラ・クレア証券株式会社 ○ 関東財務局⻑(⾦商)第199号 ○

株式会社⾜利銀⾏（インターネットのみ） ○ 関東財務局⻑(登⾦)第43号 ○ ○

株式会社イオン銀⾏（インターネットのみ） ○ 関東財務局⻑(登⾦)第633号 ○

株式会社⼤垣共⽴銀⾏（インターネットのみ） ○ 東海財務局⻑(登⾦)第3号 ○ ○

*

(※) 一般社団法人日本暗号資産取引協会加入

現在、第四北越証券株式会社、中銀証券株式会社、野村證券株式会社、ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイ

ション・リミテッドでは新規のお取扱いをしておりません。
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当資料のお取扱いにつきましては、前掲の「留意点」をご参照ください。
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基準価額は信託報酬控除後のものです。

■（ご参考）設定来の基準価額の推移

＊ 現在、第四北越証券株式会社、中銀証券株式会社、野村證券株式会社、ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイ
ション・リミテッドでは新規のお取扱いをしておりません。

お申込み・投資信託説明書（交付⽬論⾒書）のご請求は 現在、ご購⼊・ご換⾦のお申込み受付停⽌中
（商号・⾦融商品取引業者の登録番号・加⼊協会の順に表⽰、証券・銀⾏・保険毎 五⼗⾳順、2022年3⽉18⽇現在）

⾦
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登
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⾦

融

機

関

京都信⽤⾦庫 ○ 近畿財務局⻑(登⾦)第52号 ○

株式会社三⼗三銀⾏（インターネット・モバイル専⽤） ○ 東海財務局⻑(登⾦)第16号 ○

○ 関東財務局⻑(登⾦)第10号 ○ ○

株式会社中国銀⾏ ○ 中国財務局⻑(登⾦)第2号 ○ ○

○ 四国財務局⻑(登⾦)第5号 ○ ○

○ 関東財務局⻑(登⾦)第624号 ○ ○

○ 関東財務局⻑(登⾦)第105号 ○ ○

○ 関東財務局⻑(登⾦)第649号 ○ ○ ○
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団
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先
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会
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⾦
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PayPay銀⾏株式会社（インターネットのみ）

⾦融商品取引業者名 登録番号

日

本
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業

協

会

一

般

社

団

法

人

日

本

投

資

顧

問

業

協

会

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・

コーポレイション・リミテッド

三井住友信託銀⾏株式会社（委託⾦融商品取引業者

UBS SuMi TRUSTウェルス・マネジメント株式会社）

株式会社百⼗四銀⾏（インターネットのみ）

株式会社新⽣銀⾏（委託⾦融商品取引業者 マネックス

証券株式会社）

データ等は過去の実績あるいは予想を示したものであり、将来の成果を示唆するものではありません。

当資料のお取扱いにつきましては、前掲の「留意点」をご参照ください。

ＨＳＢＣアセットマネジメント株式会社

⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第308号
加入協会 一般社団法人投資信託協会/一般社団法人日本投資顧問業協会/日本証券業協会



この資料は情報提供を目的として作成したものであり、特定の商品の投資勧誘を目的として作成したものではありませ

ん。 投資判断の最終決定は、お客様ご自身の判断でなさるようお願いいたします。 

 

 金融商品取引法に基づきお客様にご留意いただきたい事項を以下に記載させていただきます。 

 

むさし証券の概要 

 商 号 等 ：むさし証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第１０５号 

  加入協会 ：日本証券業協会、一般社団法人第二種金融商品取引業協会 

 

 

リスクについて 

◎ 国内外の金融商品取引所に上場されている有価証券（上場有価証券等）の売買等にあたっては、株式相

場、金利水準等の変動や、投資信託、投資証券、受益証券発行信託の受益証券等の裏付けとなっている株

式、債券、投資信託、不動産、商品等（裏付け資産）の価格や評価額の変動に伴い、上場有価証券等の価

格等が変動することによって損失が生じるおそれがあります。 

◎ 上場有価証券等の発行者等の業務や財産の状況等に変化が生じた場合や、裏付け資産の発行者等の業

務や財産の状況等に変化が生じた場合、上場有価証券等の価格が変動することによって損失が生じるおそ

れがあります。 

◎ 新株予約権、取得請求権等が付された上場有価証券等については、これらの権利を行使できる期間に制限

がありますのでご留意ください。 

◎ 上場有価証券等が外国証券である場合、為替相場（円貨と外貨の交換比率）が変化することにより、為替相

場が円高になる過程では外国証券を円貨換算した価値は下落し、逆に円安になる過程では外国証券を円貨換

算した価値は上昇することになります。したがって、為替相場の状況によっては為替差損が生じるおそれがありま

す。 

 

※ 裏付け資産が、投資信託、投資証券、預託証券、受益証券発行信託の受益証券等である場合には、その最

終的な裏付け資産を含みます。 

※ 新規公開株式、新規公開の投資証券及び非上場債券等についても、上記と同様のリスクがあります。 

 

手数料等諸費用について 

当社取り扱いの商品等にご投資いただく場合 

各商品毎の所定の手数料をご負担いただく場合がありますが、商品毎に異なるため、ここでは表示することができ

ません。 

また、各商品等には価格の変動等による損失を生じるおそれがあります。 

 

投資信託につきましては、手数料の他、信託報酬等・その他の費用（監査費用、運営・管理費用等）等を御負担い

ただきますが、これらの費用等は、事前に計算できませんので表示しておりません。 

 

当該商品等の契約締結前交付書面や目論見書またはお客さま向け資料等をよくお読みください。 

 

【広告審査済】 


